
No ﾍﾟｰｼﾞ 質問 回答

1 P1

　新潟県は3つの分科会で検証をしたが、総括報告
書のⅡ部では4つあるがどうつながるのか。

　県は、福島第一原発事故の原因の検証を「技術
委員会」に、福島第一原発事故による健康と生活
への影響の検証を「健康・生活委員会」に、福島
第一原発事故を踏まえた原子力災害時の安全な避
難方法の検証を「避難委員会」にお願いしまし
た。
　このうち、「健康・生活委員会」では2つの分科
会を設置し、「健康への影響」と「避難生活への
影響」を検証し、それぞれの分科会で報告書をと
りまとめました。
　そのため、3つの検証で4つの報告書がとりまと
められました。

2 P1

　県の「総括報告書」について、3つの検証委員会
の報告書に基づいて総括したとしています。総括
するということはどのようなことか。3つの検証委
員会は各項目で更に小項目で多くの課題(論点、必
要、検討事項など)を記している。県の「総括報告
書」はそれらからほんの一部を列記しているとい
うところが多いのでないか。総括したといえるの
か疑問である。

3 P1

　私は柏崎刈羽原発から2～3キロの所に住んでい
る。従って「避難」について常に気にしていま
す。「避難に関する検証委員会の報告書」では各
項目の箇所の始めにその基本的考え方、基本的課
題、その必要性などを記している。従って課題な
どもわかりやすくなる。県の「総括報告書」では
省略している。なぜですか。

4 P1

　「総括報告」とあったが、事務局でまとめたも
のである。やはり、「総括委員会」がまとめたも
のが知りたかった。同書P1の後段に「目的に沿っ
た実施に至らなかったことから」の具体的な意味
がわからない。なぜ？

　検証総括委員会は、運営要綱にあるとおり、知
事の求めに応じて3つの検証を総括することが任務
でした。
　これについて知事は、議会で、福島第一原発事
故に関する検証委員会それぞれにおいて各分野の
専門家に客観的、科学的に検証していただいた結
果について、矛盾等がないかを各委員に確認して
いただき、取りまとめをしていただくことである
と考えておりますと答弁しています。
　一方、検証総括委員会の委員長は、委員会の要
綱には無い事項、例えば、既に技術委員会で確認
を行っている柏崎刈羽原子力発電所の安全性を議
論したいとしていました。
　県としては、約2年にわたり、委員会の任務をご
理解いただけるよう努力しましたが、共通認識を
持つことができませんでした。
　こうした状況を鑑み、知事が県でまとめる作業
をすると判断したものです。

「福島第一原発事故に関する3つの検証の総括報告書」の内容に関する質問への回答

　総括とは、福島第一原発事故に関する検証委員
会それぞれにおいて各分野の専門家に客観的、科
学的に検証して提出いただいた4つの報告書につい
て、矛盾等がないかを確認することです。
　各報告書の概要と総括の結果を総括報告書とし
てまとめました。
　4つの検証報告書の概要は、検証報告書が合計し
て500ページを超えることから、県民の皆様にでき
るだけ分かりやすく説明するために、用語の解説
や図表などを加えて、それぞれの報告書を要約し
たものです。詳細は、各検証報告書本体や、報告
書の内容を説明した資料をご覧ください。
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No ﾍﾟｰｼﾞ 質問 回答

「福島第一原発事故に関する3つの検証の総括報告書」の内容に関する質問への回答

5 P7

　基準地震動以下でも重要機器が損傷した可能性
があるとすれば、福島よりもずっと軟らかな地盤
の柏崎刈羽原発では、敷地全体についてもっと詳
細な地盤調査がおこなわれるべきではないか。
　基準地震動を下回っても重要機器が損傷した可
能性があるならば、重要配管などの耐震性の確認
をすればいいのではなく、原子炉のすべての部分
について耐震性の確認を行い、耐震性に不安があ
れば、改修すべきではないか。

6 P7

（当日質疑の質問概要）
　柏崎刈羽原発が存在している柏崎市の地層につ
いて、東京電力と県は安全であると考えている
が、一部専門家、地質学者から、大変危険な地層
であるという指摘もある。県や東京電力と専門家
の間に意見の食い違いがあるが、見解は。

7 P7

　原子力規制委員会および県（行政）が、原発事
故によって起こり得る災害、諸々の事案に対し具
体的にどのように対応することを考えているの
か。
　例として柏崎刈羽原発がある柏崎市の地盤地層
は非常に危険なものであるという専門家からの指
摘があり、この点東京電力や新潟県側の見解と食
い違いがあるように思うが、その点どのように考
えているのか。

　東京電力が、柏崎刈羽原子力発電所の原子炉建
屋等の重要施設は、十分に支持することができる
地盤に支持され、新規制基準に基づき基準地震動
に対して十分な安定性を有していると評価し、原
子力規制委員会が基準に適合していると判断して
います。

8 P8

　原子炉ウェルへの水張りについて有用性は県の
技術委員会で確認済みでしょうか。

　過酷事故時における原子炉ウェルへの水張りに
よる原子炉格納容器主フランジの温度上昇抑制効
果について、東京電力が評価していることを確認
しています。

9 P14

　「1990年代に実施したシビアアクシデント対
策」とはどのような対策か。

　スリーマイルアイランド原発事故やチョルノー
ビリ原発事故を受け、平成4年（1992年）に、当時
の通商産業省が電力事業者に対し、自主的なシビ
アアクシデント対策を進めるよう要請した事を受
けて行った対策で、原子炉停止信号の多重化や耐
圧強化ベントの設置による格納容器の除熱機能強
化が行われました。

10 P15

　「がれきの散乱」をもたらしたのは、電源喪失
と津波だけですか。1号機の水素爆発が大規模の
「がれきの散乱」をもたらし、その後の事故対応
の大きな障害となったのではないでしょうか。

　がれきの散乱については、ご指摘のように水素
爆発によるものもありました。

11 P16
　新潟県の原子力防災では、SPEEDI をどのように
位置づけているのですか。

12 P16

　日本では、SPEEDIは評判が悪くて、これを国と
して採用しないという方針だが、3.11福島事故時
にSPEEDIのような気象条件との連携した避難方向
に係る情報は不可欠であった。とても重要な情報
であったことは確かで、私は当時米国でのテレビ
情報で、その重要性を時々刻々と体験してきた。
SPEEDIのような気象条件との連携した避難方向に
係る情報は原発周辺地域では不可欠で必置すべき
装置であり、自治体職員がこれらのSPEEDI活用し
て得た情報を上手く使いこなして、その意味する
ところを、即座に住民に伝え、避難にどの様に上
手く活かすか、についての充分な訓練をして置か
ねばならないと考える。この点をどう改善すべき
かについて質問したい。

　SPEEDIは現在使用出来ませんが、放射性物質の
拡散予測について、県では地域防災計画（原子力
災害対策編）において、放射性物質拡散予測情報
を、緊急時モニタリングを実施する際に優先すべ
き区域を決める場合や、住民に避難・屋内退避等
の防護措置の実施を指示する場合の参考情報とす
ることとしています。
　放射性物質拡散予測情報は協定に基づき、東京
電力から提供を受けることとしており、入手した
情報を活用する訓練を行っています。

　柏崎刈羽原子力発電所において、東京電力は、
平成19年に発生した新潟県中越沖地震後や、新規
制基準の施行に対応して、詳細なボーリング調査
や地下探査を行っていると承知しています。
　福島第一原発事故後、東京電力は、新規制基準
に基づき、基準地震動を更新するとともに、6，7
号機については設備の強化や耐震評価を行い、原
子力規制委員会が妥当としているところです。
　これら一連の取組について、県は、技術委員会
で確認しています。
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No ﾍﾟｰｼﾞ 質問 回答

「福島第一原発事故に関する3つの検証の総括報告書」の内容に関する質問への回答

13 P18

　使用済核燃料プールのリスクについて、使用済
核燃料プールは原子炉圧力容器の近くにありま
す。福島4号機では核燃料プールではあるべき水が
干上がったが、原子炉ウエルから偶然に水が流れ
込み大事に至らなかったといいます。使用済核燃
料プールのリスク回避についてどのような対策が
たてられていますか。

　東京電力は、次のとおり対応しているとしてい
ます。
・使用済燃料プールを冷却するため、既存の設備
に加え、新たに消防車による使用済燃料プールへ
の注水及びスプレイを追加
・使用済燃料プールの水位を監視するため、既存
のフロート式水位検出器に加え、シビアアクシデ
ントにおいても測定可能な超音波式水位計と熱電
対式水位・温度計を追加
・使用済燃料プールの状態を監視するカメラを設
置

14 P20

　「原子力発電所の安全を確保するのは、最後は
人である。国や東京電力（及び県）には、教育や
訓練を通して、人を育てる努力をしていただきた
いと考えている。」とあるが、その為にどのよう
な対応をしたのか、またするのか。

15 P20

（当日質疑の質問概要）
　原子力発電所の安全を確保するのは、最後は人
であると書いてあるが、東電の今までの不祥事が
重なりすぎて、とても信用できない。人の教育を
どのようにしてやっていくのか。

16
P24～
36

　「必要がある」「必要である」「実施すべきで
ある」と締めくくられている項目について、それ
らに対して具体的にどの様な対応策を持っている
のか。

　避難委員会の報告書の論点として整理した課題
等の抜粋になります。
　避難委員会で整理された論点のうち、課題への
県の取組状況については、「柏崎刈羽原子力発電
所に関する安全対策の確認と原子力防災の取組の
状況」の79ページ以降に令和5年8月時点の取組状
況を記載していますので、ご確認ください。

17 P26

　スクリーニングと避難退域時検査の2つの検査を
挙げているが途中で替えることがあるのか。ま
た、条件・経過など具体的な検討はしているの
か。

　迅速な避難が実施できるよう災害の状況や避難
対象地域等を踏まえ判断することになります。な
お、途中で検査方式を変更することは想定してい
ません。

18 P27

　「災害の状況により、迅速な避難に支障が生じ
るおそれがある等のやむを得ない場合は、国の避
難退域時検査の手法により乗員の検査の代用とし
て、まず車両の検査を行う」と判断・決定するの
は誰ですか。

　県が緊急時モニタリングや避難対象人数等を基
に判断します。

19 P28

　安定ヨウ素剤服用は基本的には国(原子力規制委
員会?)の指示ですが、法律では地方公共団体が独
自の判断で服用の指示も可能とあります。モニタ
リングでの線量と内部被ばくの関係を考慮するな
どして服用指示を判断する事前の検証が必要だと
思います。県・市町村の取り組みはいかがでしょ
うか。

　安定ヨウ素剤の服用は、基本的に原子力規制委
員会が判断することとなりますが、地域防災計画
では、原子力規制委員会の判断が何らかの事情に
より伝達できない場合は、緊急時モニタリングの
結果等を踏まえ地方公共団体が判断することとし
ています。

20 P28

　現行の県広域避難計画では、UPZ圏内住民には避
難や一時移転の際にスクリーニングポイントで安
定ヨウ素剤を配布するとなっていますが、UPZ圏内
住民への事前配布が徹底していれば、スクリーニ
ングポイントでの受け取りは不要となるのではな
いでしょうか。

　事前配布を実施していたとしても、避難や一時
移転の際に、安定ヨウ素剤の持ち出しができな
かった方などがいると考えられるため、緊急配布
を行うこととしています。

　昨年度の説明会で検証をとりまとめた中島前技
術委員会座長の所感でもお話がありましたが、
「しっかりとこの事故の教訓を踏まえて対応をし
ていくことが大事」であり、私たちもそのように
考えているところです。
　原子力規制委員会では、広く原子力安全及び原
子力規制に必要な知見を有する人材を育成・確保
するため、人材育成事業を実施しています。
　東京電力では、運転時の感覚を養う取組とし
て、既に稼働している他社の原子力発電所や火力
発電所への運転員派遣等の取組を行っていると承
知しています。
　県では、各種研修に参加するとともに、原子力
防災の関係研修や訓練を行い、人材育成を行って
います。
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「福島第一原発事故に関する3つの検証の総括報告書」の内容に関する質問への回答

21 P29

　県の「総括報告書」では複合災害の記述がな
い。先日、柏崎刈羽原子力防災協議会の「緊急時
対応」で大雪の対応が示された。複合災害時では
住民の自宅待機(屋内退避)を促している。住民の
多くの自宅は木造である。築年数も異なる。避難
も出来なく被ばくする事にもなる。このような事
は住民として認めることはできない。被ばくなく
避難できる複合災害時の県の検討・対策の回答
を。例えば強固な地下シェルター等の建造は?

　総括報告書は、県に提出いただいた4つの報告書
を、県民の皆様にできるだけ分かりやすく説明す
るために、用語の解説や図表などを加えて要約し
たものであり、元となりました避難委員会の報告
書には、複合災害にかかる記述があります。
　例えば、避難委員会の報告書62ページには、
「（6）地震との複合災害における屋内退避の考え
方」という項目が記載されていますので、ご確認
いただきたいと思います。
　県としても、豪雪時における対応は重要と考え
ており、現在、国、県、市町村、関係機関で構成
する柏崎刈羽地域原子力防災協議会作業部会にお
いて、対応の検討を進めています。

22 P31

　UPZ圏内の学校には安定ヨウ素剤が備蓄されてい
るのですか。

　県ではUPZ圏内全域での安定ヨウ素剤の事前配布
に取り組むとともに立地市村からの要望に基づ
き、小学校・中学校・特別支援学校に安定ヨウ素
剤を備蓄しています。

23 P33

　「日本の原発へのテロ攻撃に関する認識は極め
て甘い」とありますが、規制委員会の原子力災害
対策指針では、どのようなテロ攻撃を想定してど
のような対策を事業者に求めているのですか。

　原子力施設のテロ対策については、原子力災害
対策指針ではなく、新規制基準において、意図的
な航空機衝突などへの可搬型設備を中心とした対
策に加え、バックアップ対策として特定重大事故
等対処施設の整備を要求しています。
　これにより、遠隔で原子炉圧力容器内の減圧や
原子炉格納容器内の冷却等を行うこととしていま
す。

24 P33

　「～～原発は軍事攻撃やテロの現実的な標的で
あることを前提とする必要がある。」としてい
る。早急な広域避難の実施も必要。今の避難計画
とは適合しない。県は実働部隊にたよるのみで、
国や県での具体的検討は皆無と思われる。検討・
対策はいかにするのか。

　国では「内閣府国民保護計画」において、「武
力攻撃原子力災害への対処」が定められており、
県では「新潟県国民保護計画」において、「原子
力発電所等重要施設における武力攻撃事態等への
対処」を定めています。
　なお、武力攻撃等にどう対応するかという点に
関しては、国の所管事項であり、国において適切
に対処されるものと考えています。
　いずれにしましても、万が一の事態において
は、国や関係機関との緊密な連携のもと、県民等
の生命、身体、財産の保護に全力で取り組んでい
きます。

25 P34

　「原則換気を行わないのは妥当か、強い懸念が
ある」とはどういうことですか。

　内閣府が令和２年11月に示した「新型コロナウ
イルス感染拡大を踏まえた感染症流行下での原子
力災害時における防護措置の実施ガイドライン」
において、「屋内退避時は、原則、換気を行わ
ず、放射線防護を優先させること」が規定されて
います。
　避難委員会の当時の議論の中で、議論する材料
が不足しているものの、委員の中に「新型コロナ
対策と放射線防護対策を両立させることに懸念が
ある」という意見があったため、このような記載
となっています。

26 P34

　屋内避難と被爆・・・換気をした場合をどう考
えるのか？

　上記のガイドラインに沿った換気を行えるよ
う、国、県、市町村で周知・広報に努めます。
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27 P35

（当日質疑の質問概要）
　待機時の被ばく許容量は何mSvを想定しているの
か。

　原子力災害対策指針を踏まえ、県民の安全を最
優先に、被ばくが健康に影響がないようにとどめ
られ、かつ、大きな混乱なく確実に実行できるこ
とについて、相当程度の確証が持てるよう、広域
避難計画の実効性を高めていきます。
　なお、原子力災害のような緊急時の被ばくにつ
いては、国際放射線防護委員会より、国におい
て、年間20～100ミリシーベルトの範囲で基準を設
定するよう勧告されています。

28 P35

　「課題等」について、「次の3つの意見があっ
た」となっていますが、避難委員会では「被ばく
に関する考え方」について意見の集約に至らな
かったのですか。各委員がそれぞれの「被ばくに
関する考え方」の観点で「原子力災害時の県等の
対応や、平成31年3月に策定した新潟県原子力災害
広域避難計画等の検証を行い、安全に避難するた
めの課題等を抽出・整理」したのですか。

　避難委員会では、「被ばくに関する考え方」の
項目について議論し、その結果として、各委員の
意見が大きく異なったため、原子力災害時におけ
る住民の被ばく線量と避難計画の実効性について
は、3つの意見を併記しています。
　なお、各委員個人の意見については、避難委員
会の報告書の107ページ以降をご確認ください。

29 P37

（当日質疑の質問概要）
　各委員会には、結び、まとめ、総括という文章
がついているが、避難委員会については、総括、
まとめ、結びに当たる部分がない。関谷委員長
は、何か総括に当たるものを書いていないのか。
あれば載せるべきだと思うし、それがないのであ
れば、そういう総括がなされていないということ
をずばりきちんと書いていただいて、避難委員会
については継続するというのが筋ではないか。

　避難委員会の報告書については、全文が県ホー
ムページに掲載されています。
　なお、避難委員会の報告書の取りまとめ方につ
いて、委員長と相談したところ、序文にまとめも
含めて記載することとなり、現在の形になってい
ます。
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No ﾍﾟｰｼﾞ 質問 回答

「福島第一原発事故に関する3つの検証の総括報告書」の内容に関する質問への回答

30 P38

　「本章は、健康・生活委員会健康分科会がとり
まとめた福島第一原発事故による健康への影響に
関する報告書の概要を分かりやすく説明するため
に、県において報告書を以下の構成で要約したも
のである」とのことですが、A4で45ページに及ぶ
健康分科会報告書がA4の各ページに空白がある状
態で9ページに要約されています。ページだけでい
うと、総括報告書では健康分科会報告書の記載が
およそ22％に縮小されています。総括報告書の空
白部のある各ページは、読みやすいのですが、ど
のような観点で健康分科会報告書の内容を22%程度
に縮小したのですか。

31 P40

　IARCの提言は2件あります。健康分科会報告書の
14ページにある「提言 2. 原子力事故後、よりリ
スクの高い個人に対して長期の甲状腺健康モニタ
リングプログラムの提供を検討するよう提言す
る」をなぜ割愛したのですか。

32 P40

「補足」2016年に公表された米国の国立がん研究
所の研究結果が掲載されていますが、健康分科会
報告書には、2017年に公表された研究結果*も掲載
されています。より新しい研究結果をなぜ掲載し
なかったのですか。
＊2017年に公表された研究結果
　その後、2017 年に公表された米国国立がん研究
所の Lubin らが行ったプール解析では小児期の外
部被ばくと甲状腺がんに関するコホート研究 9 件
からのデータがプールされ、低線量被ばくの影響
を検討するために被ばく者を 0.2Gy 未満の者に限
定した解析で、小児の低線量放射線関連甲状腺が
んリスクについて「合理的に達成可能な限り低
い」評価を行うためには、線量反応の線形性が最
も妥当な関係であること（線量に比例するように
過剰相対リスクが増加すること）が再確認された
[Lubin et al 2017]。

33 P40

　過剰診断について健康分科会報告書では「しか
し、甲状腺がんの過剰診断の研究は少なく、他の
がんも含めて過剰診断の定量的評価のための適切
な方法論が定まっていない[祖父江 2018]。また、
甲状腺がんの過剰診断について、成人についての
データは存在するものの、小児に関するデータは
さらに少ない」との記載がありますが、なぜこの
部分が掲載されなかったのですか。

34 P41

「福島原発事故」の要約について、健康分科会報
告書にある小項目「2．初期被ばく」が総括報告書
から抜けているのはなぜですか。

35 P47

　提言書については、59ページ以降の「事柄の確
認」でも記載されていますが、47ページにおいて
全26項目を掲載しなかったのはなぜですか。

36 P43

　福島第一原発事故時の除染スクリーニングにつ
いて、総括報告書P43に除染処理が行われなかった
人たちが多数いた。被爆の実態が把握されないま
まだったとあります。
　県から国へ「柏崎刈羽の全住民を対象にして除
染スクリーニングもしっかり行われた避難訓練を
しない限り、再稼働はできない」と伝えていただ
けますか。

　県は、放射性物質の放出後、住民等が避難区域
等から避難する際に、住民等に対するスクリーニ
ングを行い、汚染が確認された場合は簡易除染を
実施することとしています。
　また、訓練については、多くの避難者が避難し
た場合においても、より円滑に対応できるように
するため、市町村とも連携し、引き続き、住民参
加の訓練を実施していきます。

37 P44

　葉物野菜等の出荷制限と取水制限が開始された
のはいつですか。

　健康分科会報告書の本体[健P27、28]には、食品
の出荷制限は3/21、水道水の摂取制限は3/18に行
われたと記載されています。

　これらについては、同じ趣旨で県議会の場でも
すでにご質問を頂いており、知事が答弁していま
す。それに基づいてお答えします。
　総括報告書のとりまとめ作業についてですが、
県に提出いただいた合計500ページを超える4つの
報告書を、県民の皆様にできるだけ分かりやすく
説明するために、用語の解説や図表などを加えて
要約したものです。総括報告書はあくまでも要約
であることから、県民の皆様には、この要約を契
機に各報告書に関心を持っていただきたいと思い
ます。
　若干補足をしますと、報告書の内容を県民の皆
様に分かりやすく説明するために要約をしたもの
ですが、特に全体感をご理解いただきたいという
考え方をもって、要約、一部抜粋をしました。こ
こで言う全体感とは、健康への影響の検証結果は
どうだったかという結論のことであり、そこをご
理解いただけるよう要約、一部抜粋したもので
す。
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No ﾍﾟｰｼﾞ 質問 回答

「福島第一原発事故に関する3つの検証の総括報告書」の内容に関する質問への回答

38 P45

　UNSCEARの文書と福島県「県民健康調査」により
「甲状腺ガンと原子力事故は無関係」が公式論に
なっている。しかし、「2023年5月には18歳以下の
累計で甲状腺ガンの疑いは300人超過、約250人が
手術」の情報がある。このようなことが生じない
ように新潟県では正確な実態が示されるような対
策について回答を。

　事故が起きた場合の甲状腺被ばくについて、正
確な実態を把握する体制を整備すべきという趣旨
のご質問かと思います。
　健康分科会の報告書において、個人甲状腺被ば
く線量測定システムの構築などが提言されてお
り、また、国の原子力災害対策指針においても、
放射性ヨウ素の甲状腺への集積の程度を定量的に
把握する甲状腺被ばく線量のモニタリングの実施
が求められているところです。
　県としては、福島原発事故の教訓や国の動きを
踏まえ、事故後早期の甲状腺被ばく線量の把握に
ついて、検討していきます。

39 P46

（当日質疑の質問概要）
　福島県だけが震災後の自殺が減っておらず、原
発事故が負の影響を与えたことが示唆されたとい
うように検証している。避難訓練を一生懸命やっ
ているが、もし事故が起きて、避難したとして
も、柏崎、刈羽の人たちがこのようなことが起き
ないと県の方は考えているのか。

　震災後、自殺が福島、岩手、宮城の３県ともに
最初は増えましたが、その後、岩手、宮城では
減ってきたにもかかわらず、福島は減っていない
というデータを福島県がまとめています。仮に同
じような事故が新潟県で発生すれば、同様なこと
が起こる可能性はあると考えています。

40 P47

　提言に対して、具体的にどのように対応するの
か

　専門性の高い分野でもあるので、県としても前
座長や各分野の専門家にも助言をいただきながら
確認しているところであり、国、市町村、関係機
関と連携する必要がある事項については、関係者
と検討、調整の上、しっかりと取り組んでいきま
す。
　なお、安定ヨウ素剤の配布など、避難委員会報
告書の論点と共通する部分については、今回公表
した取組の状況に記載しています。

41 P48

　甲状腺がんに関して分科会では更なる確認が必
要としているとのことですが、具体的にどのよう
に確認していくのか。

　県としては、今後も国内外の甲状腺がんの専門
家等による研究を注視していきます。

42 P49

福島事故後の「親子断絶」「離婚」「友人との断
絶」が何件有ったのだろう？
新潟へ避難してきた子供へのいじめ件数は、何
件？不本意ながらそれにより新潟を離れた子供、
家族の数は？ちゃんと報告されている？

　福島原発事故により生じたご指摘の各事案の全
体の件数や人数は把握していません。
　なお、県ホームページに掲載している生活分科
会の総合的調査報告書において、アンケート調査
の自由記述で収集した避難者の生の声が、詳細に
記されており、御質問の中で触れられた避難者の
状況について、定性的な把握は行っています。
　また、この生の声から、家族形態別にみた避難
生活の課題について分析を行っており、避難前と
避難後における家族の分散や、避難先での孤独の
状況など、避難生活がもたらした生活の変化や苦
悩等について、整理しています。

43 P50

　「多角的検証の内容」について、生活分科会の
様々な観点による調査はどれも極めて重要だと思
いますが、国や福島県が福島原発事故による避難
者にどのような支援を行ったのかについての調査
をしなかったのはなぜですか。

　国や福島県の支援については、公表されている
事項であり、分科会委員をはじめ関係者間でも支
援制度等については共通認識があり、調査すべき
事項はありません。
　分科会では、それらの支援制度の存在を前提と
して、生活はどうであったかということを調べて
います。
　なお、福島原発事故においては、避難指示区域
の内か外かで、支援の中心である国・福島県によ
る住宅支援や東京電力の賠償金に大きな差があ
り、特に、自主避難者と呼ばれる、避難指示区域
外の避難者への影響が大きかったこと等につい
て、各調査全般において明らかになっているとこ
ろです。
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No ﾍﾟｰｼﾞ 質問 回答

「福島第一原発事故に関する3つの検証の総括報告書」の内容に関する質問への回答

44 P58

 (5)検証結果のまとめ
　原子力発電所事故が現実になる場合、生活への
影響は、長期にわたり、回復が難しいとなってい
る。
　県は、原発事故が起きた場合、この検証結果を
踏まえてどの様な対応策を考えているのか。

　生活分科会の検証結果のまとめの記述は、福島
原発事故が生活へもたらした影響をまとめたもの
です。
　県としましては、従前から、全国知事会を通じ
て、原発事故がなければ生じることのなかったす
べての損害について、その範囲を幅広く捉え、被
害の実態に見合った賠償が確実・迅速に行われる
よう、国への働きかけを行っているところであ
り、今後とも全国知事会を通じて働きかけていき
たいと考えています。

45 P59

　「整理した関連する事柄」について59ページの
表では、「1．情報伝達」のみ「（2）事業者に対
する課題」「（3）行政に対する課題」の項目があ
りますが、「2．～9．」には設定されていないの
はなぜですか。

　総括では、複数の報告書に記載された課題等を
関連する事柄で整理しました。このうち、数多く
の課題等が抽出されている事柄については、その
内容をさらに整理しました。
　その結果、「1．情報伝達」のみ事業者や行政に
対する課題として分類されています。その他の項
目では、事業者、行政というくくりでの分類はさ
れていませんが、それぞれの課題等に対しては、
関係する機関が協力して対応していきます。

46 P62

　避難については情報伝達が非常に大事。東電は
正確に早急に住民への情報伝達をしてくれるの
か。住民への情報伝達はどのような制度になって
いるのか。

　東京電力からの連絡を含めた原子力災害時にお
ける情報伝達については、原子力規制庁が整備し
ている統合原子力防災ネットワークというシステ
ムを利用し、ＦＡＸ、電話、ＴＶ会議等により速
やかに情報が伝達・共有される仕組みとなってい
ます。
　また、住民への情報伝達については、県、市町
村が防災行政無線、広報車、ラジオ、ホームペー
ジなど複数の手段により実施することとしていま
す。

47 P63～

　「各報告書に記載された関連する事柄のまと
め」の中に記されている「必要である」「作成す
べきである」「検討したほうがよい」「求められ
る」「検討する必要がある」について、具体的取
り組みはどのようになっているのか、どのように
取り組んでいるのか

48 P86

　「3つの検証の総括では…とりまとめた。そのう
えで、整理した課題等を確認した結果、相反する
ものや矛盾及び齟齬はなかった。」と締めくくら
れているが 「相反するものや矛盾及び齟齬はな
かった」ことが確認された結果、柏崎刈羽原発の
安全に関し県として取り組むべき課題や問題点を
具体的に示して下さい。

49 P86

「まとめ」の最後にある「今後、～活かしてい
く」とあるが、どのように活かしていくのか、具
体的に説明していただきたい。

50 P86

総括報告書のまとめで、「今後、柏崎刈羽原発に
関する議論の中で重要な材料として活かしてい
く」はとても漠然としている。具体的に説明して
いただきたい。

　県では、福島第一原発事故を受け、柏崎刈羽原
子力発電所に関する安全対策の確認と原子力防災
の取組を行っています。
　福島第一原発事故に関する3つの検証の報告書が
とりまとめられた後は、検証で抽出された課題・
教訓も踏まえ、安全対策の確認と原子力防災の取
組を行っているところです。
　今後は、総括結果も踏まえ、取り組んでいきま
す。
　なお、説明会で配布、説明した「柏崎刈羽原子
力発電所に関する安全対策の確認と原子力防災の
取組の状況」は、令和5年8月時点の取組状況をと
りまとめたものです。
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No ﾍﾟｰｼﾞ 質問 回答

「福島第一原発事故に関する3つの検証の総括報告書」の内容に関する質問への回答

51 P86

　まとめの最後の段落「今回とりまとめた・・・
重要な材料として活かしていく」とあるが、この
報告書は各検証委員会の検証結果の概要に終始し
ているに過ぎず、議論の材料となるものが一つも
提起されていない。
　柏崎刈羽原発に関する議論の中で重要な材料と
して活かしていくとあるが
　1 どのような場で、どのように議論するのか
　2 議論の材料とする際の問題提起：具体的方策
が示されるべきではないか

52 P86

　県は県の「総括報告書」の公表を受けて柏崎刈
羽原発再稼働の「議論を進める」としています。
どのようなことを論点としてどのように進めるの
ですか。各検証委員会の報告書には再稼働の
「さ」もありません。課題・検討すべき・必要で
あるなどが多いです。

53 P86
「まとめ」が総括か？だとすれば、今後の柏崎刈
羽原発の再稼働をどう判断するのか？

54 P86
　総括報告（3分科をまとめて判断を述べる）は総
括報告書のどの部分か？

　ご指摘の総括報告は、今回とりまとめた総括報
告書の第Ⅲ章が該当します。

55 P86

　「～～検証の結果を、～柏崎刈羽原発に関する
議論のなかで～～重要な材料として活かしてい
く。」について。
　4つの委員会の報告には多くの「(課題)必要・検
討・要請すべこと」が示されている。それらに対
する回答・対策・解答がなければ議論は始まらな
い。
　何の議論をするのであろうか。どこを重要な材
料として取り上げて何を議論するのか。

　3つの検証で明らかになった課題とそれらに関す
る国や県、東京電力等の取組を材料として、柏崎
刈羽原子力発電所について議論していくこととし
ています。

56 P86

（当日質疑の質問概要）
　福島第一原発事故を踏まえた柏崎刈羽原発の安
全性について議論をしなかったのか。また、整理
した課題について、結果、相反するもの、矛盾、
齟齬はなかったと断言してやっているが、果たし
て県民の安全性、情報伝達など問題はないのか。

　３つの検証は福島第一原発事故に関する検証で
あり、総括とは、福島第一原発事故に関する検証
委員会それぞれにおいて各分野の専門家に客観
的、科学的に検証して提出いただいた4つの報告書
について、矛盾等がないかを確認することです。
　3つの検証で明らかになった課題とそれらに関す
る国や県、東京電力等の取組を材料として、柏崎
刈羽原子力発電所について議論していくこととし
ています。

　柏崎刈羽原子力発電所の再稼動に関する議論に
ついて、知事は議会で、福島第一原発事故に関す
る3つの検証の取りまとめ、原子力規制委員会の追
加検査を踏まえた判断、技術委員会における安全
対策等の確認、原子力災害発生時の避難の課題へ
の取組などを材料に議論を進め、県民等の意見を
聞き、その上で判断・結論を出して県民の意思を
確認することを考えております、と答弁してお
り、総括報告書は、今後の再稼動議論における一
つの重要な材料です。

9


